
任意後見監督人選任の申立てをされる方へ  
 

成年
せいねん

後見
こうけん

制度
せ い ど

は、認知症、知的障害、精神障害などで、物事を判断する能力が十分ではな

い方（「本人」といいます。）に対し、本人の権利を守る援助者を選び、本人を法律的に支援

する制度です。 

成年後見制度は大きく分けて２種類あります。①本人に十分な判断能力があるうちに利用

する任意
に ん い

後見
こうけん

制度
せ い ど

、②本人の判断能力か不十分になってから利用する法定
ほうてい

後見
こうけん

制度
せ い ど

（後見・

保佐・補助）です。この書面では①任意後見制度についてご案内しています。 

任意後見制度は、本人に十分な判断能力があるうちに、判断能力が低下した場合には、あ

らかじめ本人自らが選んだ人（任意後見受任者）に、代わりにしてもらいたいことを契約（公

正証書によって締結する任意後見契約）で決めておく制度です。本人の判断能力が低下した

場合に、家庭裁判所で任意後見監督人が選任されて初めて任意後見契約の効力が生じます。 

この書面は、任意後見人選任の申立てを考えている方を対象に、福岡県内の家庭裁判所にお

ける一般的な手続の流れや必要な書類についてまとめたものです。この書面をよく読んだ上、

申立ての準備をしていただくようお願いします。また、最高裁判所ウェブサイト「後見ポータ

ルサイト」でも、任意後見監督人申立てについて説明がありますので、参考にされてください。 

なお、福岡県内の家庭裁判所では、原則として、電話での手続案内には応じていません。申

立てを検討されている場合は、家庭裁判所の窓口までお越しください。 

また、家庭裁判所によっては、提出を求められる書類や手続の進行方法等が異なる場合が

あります。福岡県外の家庭裁判所に申立てをする場合には、あらかじめその裁判所にご確認

ください。 

 

          任意後見監督人選任の申立て書式 

（家庭裁判所窓口でもお渡ししています。） 

    ダウンロードはこちらから 

（画面下にスクロールしてください。） 

 

 

福岡家庭裁判所 
（Ｒ７．10版） 

後見ポータルサイト 
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重要事項説明（申立ての前に必ず確認してください！） 

 

任意後見契約の締結 

□ 任意後見契約の手続や費用については、最寄りの公証役場におたずねください。 

□ 任意後見契約を締結しただけでは効力は生じません。任意後見監督人が選任され 

て、初めて効力が生じます。 

 

本人の判断能力の低下・任意後見監督人選任の申立て 

□ 申立てできるのは、本人、本人の配偶者、四親等内の親族、任意後見受任者です。 

□ 申立ては、本人の住所地（実際に生活している自宅、施設などの住所）を管轄す

る家庭裁判所（９ページ参照）に持参または郵送で行ってください。ご不明な点

も、申立先の家庭裁判所にお問い合わせください。 

□ 申立てをした後、手続を取りやめるためには裁判官の許可が必要です。 

□ 手続にかかる費用は、原則として申立人の負担です。本人の負担とすることを希

望する場合は、申立書にある「手続費用の上申」欄にチェックをしてください。

裁判官の判断により、費用の一部について本人の負担とすることが認められるこ

とがあります。 

 

家庭裁判所調査官による調査 

□ 申立人、任意後見受任者と家庭裁判所で面談を行い、ご事情をうかがいます。 

□ 本人と家庭裁判所や施設等で面談を行い、本人の同意の意思を確認します。 

□ 親族への意向照会を行うこともあります。 

□ 調査を行い、裁判官が必要と判断した場合、医師による鑑定を行う可能性もあり

ます（鑑定費用も原則として申立人負担です。）。 

 

審判 （申立てから約１～３か月かかります。） 

□ 裁判官が相当であると判断すると、任意後見監督人を選任する旨の審判をします。 

  □ 裁判官は、様々な事情を考慮して任意後見監督人を選任します。誰を任意後見監 

    督人に選任するかという判断に対して、不服申立ての手続はありません。 

 

任意後見事務 

□ 任意後見人は、任意後見監督人の監督を受け、求めに応じて報告書を提出してく

ださい。 

□ 任意後見監督人は、家庭裁判所に報酬付与の申立てができ、本人の財産から、家

庭裁判所が決めた金額の報酬を受け取ります（任意後見人の報酬は、任意後見契

約で決めます。）。 

 

終了 

□ 法定の事由が生じるまで、任意後見制度は続きます。 
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申立てに必要な書類等のチェック表① 
（★は、家庭裁判所窓口で入手または後見ポータルサイトからダウンロード） 

１ 申立書類 
 

□ ① ★申立書 記載例をご参照ください。 

□ ② ★申立事情説明書 記載例をご参照ください。 

□ ③ ★親族関係図 記載例をご参照ください。 

□ ④ 
★任意後見受任者事
情説明書 

記載例をご参照ください。 

□ ⑤ 
★財産目録 
(相続財産分を含む。) 

記載例をご参照ください。 
※お手元に控えを保管しておいてください。 

□ ⑥ ★収支予定表 記載例をご参照ください。 

 
２ 添付書類 
 

 書    類 取寄せ先 備    考 

□ ⑦ 
★診断書（成年後見制
度用）（注１） 

家庭裁判所 
６ページをよく読んで、かかりつけの医

師等に作成してもらってください。 

□ ⑧ 
★本人情報シート（成年後

見制度用）のコピー（注１） 
家庭裁判所 

６ページをよく読んで、本人を日頃から支援

している福祉関係者等がいる場合に作成し

てもらってください。原本は診断書作成医に

渡してください。 

□ ⑨ 戸籍謄本（本人）（注１） 本籍地役場 コピー（等倍片面印刷）でも可。 

□ ⑩ 
住民票（本人・任意後見

受任者）（注１） 

住民登録地の

市区町村役場 

個人番号（マイナンバー）の記載がないもの。

コピー（等倍片面印刷）でも可。戸籍附票で

も代用可能。 

□ ⑪ 後見登記事項証明書 法務局 
任意後見契約の登記事項証明書です。４ペー

ジに記載の請求先に申請してください。 

□ ⑫ 
（後見等が）登記されてい

ないことの証明書（注１） 
法務局 ４ページをよく読んで取得してください。 

□ ⑬ 
任意後見契約公正証
書のコピー 

公証役場 
本人の任意後見契約公正証書のコピー
です。 

□ ⑭ 財産についての資料 ― 
申立てに必要な書類等のチェック表②（3ペ

ージ）をご参照ください。 

□ ⑮ 
住民票（任意後見監督
人候補者）（注１） 

住民登録地の

市区町村役場 

候補者がある場合のみ。マイナンバー（個人

番号）の記載がないもの。コピー（等倍片面

印刷）でも可。戸籍附票でも代用可能。 

 

３ 費用（任意後見契約ごとにかかります。） 

□ ⑯ 収入印紙 800円分 申立手数料です。 

□ ⑰ 収入印紙 1400円分 後見等登記をする際の手数料です。 

□ ⑱ 
郵便切手 

2650円分 
審理中の通信費用です。次のとおりご提出ください。 
500円×3枚、110円×5枚、50円×10枚、10円×10枚 

 
 

（注１）診断書、戸籍謄本や住民票などは、必ず発行後3か月以内のものをご提出ください。 

※  同じ書類は１通で結構です。また、必要な場合には、追加書類の提出をお願いすることがあります。 
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申立てに必要な書類等のチェック表② 

 

※ 本人の財産内容を証明する資料として、下記の書類を提出してください。 

書類申請の手続や手数料は、それぞれの発行機関にお問合せください。 

○キの不動産登記事項証明書（不動産登記簿謄本）のみ原本で、それ以外の資料はコピ

ーを提出してください（コピーのとり方は５ページ参照）。 
 
１  預貯金に関する資料 
 

□ ○ア  預貯金通帳 
事前に最新の残高を記帳してください。表紙、表紙の

次の見開きページ、記帳されている全ページ（少なく

とも過去１年分は必要）をコピーしてください。 

□ ○イ  残高証明書 通帳がない場合。預貯金口座のある銀行で発行 

 

２  有価証券（株式・投資信託・国債など）に関する資料 
 

□ ○ウ  取引残高報告書等 取引先の証券会社で発行 

 

３  生命保険などに関する資料 
 

□ ○エ  保険証書 証書がある場合（表裏両面をコピー） 

 
４  負債に関する資料 
 

□ ○オ  ローン契約書又は借用書 本人（債務者）又は銀行、公社などの債権者が発行 

□ ○カ  返済明細書 銀行、公社などの債権者が発行 

 
５  不動産に関する資料 
 

□ ○キ  
不動産登記事項証明書 
（不動産登記簿謄本） 

最寄りの法務局にお尋ねください。 

 

６  収入内容を証明する資料 
 

□ ○ク  給与明細書 本人又は勤務先の会社などが発行 

□ ○ケ  年金証書 証書がある場合 

□ ○コ  年金改定の通知書 住民登録先の市区町村を管轄する社会保険事務所 

□ ○サ  年金の振込口座の通帳 通帳がある場合 

 
７  支出内容を証明する資料 
 

□ ○シ  施設利用料、入院費等の領収書 本人の入院している施設又は病院 

□ ○ス  健康保険料納付書 

コピーを提出してください。 □ ○セ  介護保険料納付書 

□ ○ソ  固定資産税納付書 

□ ○タ  地代、家賃などの領収書 家主などの貸主又は管理会社などが発行 
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「登記されていないことの証明書」について 

 

成年後見制度では、後見等が開始された場合、本人の住所・氏名や後見人等の住所・

氏名・権限などについてコンピュータ・システムに登録することになっています（成年

後見登記制度）。また、任意後見契約がされた場合にも同じように登録されます。 

後見等の申立てをする際には、同じ人に対して二重に後見等を開始することができな

いため、本人に成年後見登記がされていないことを証明する書類を提出してもらうこと

になっています。その書類が「登記されていないことの証明書」です。 

「登記されていないことの証明書」は、次の①または②の方法で請求することができ

ます。 

※「登記されていないことの証明書」の申請書用紙を記入するにあたっては、必ず、証

明事項欄の「成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がない」という項目に

チェックを入れてください。 
 

 

①  直接窓口において請求する場合                        

各法務局又は地方法務局の窓口で請求します（法務局の「支局」や「出張所」では取

り扱っていませんのでご注意ください。）。 

福岡県内では、福岡法務局が唯一の窓口となります。 

 所在地：福岡市中央区舞鶴3-5-25   電話：092-721-9334  

所定の申請書（インターネットでも取り寄せることができます。）に、収入印紙及び

添付書類（本人の配偶者または四親等内の親族が交付請求をする場合は、親族関係を証

する書面として戸籍抄謄本や住民票等を添付する必要があります。）を添えて請求しま

す。なお、請求の際には、印鑑、免許証等（身分証明書）をご持参ください。 

 

②  郵送で請求する場合                             

郵送による請求は、東京法務局の集中取扱いとなっています。 

①の書類（申請書、収入印紙、添付書類）に加えて、請求者の身分証明書（免許証等

のコピー）及び切手を貼った返信用封筒を同封し、次の宛先に送付してください。 

〒102-822５ 東京都千代田区九段南1-1-15 九段第２合同庁舎 

東京法務局民事行政部後見登録課 

電話 03-5213-1234（代表） 

03-5213-1360（ダイヤルイン） 

※ 詳細は、最寄りの法務局でお尋ねいただくか、法務省のインターネット・ホームペ

ージ（http://www.moj.go.jp/）をご覧ください。 

また、インフォメーションサービス（03-3519-4755、東京）で申請書用紙を

取り寄せることも可能です。 
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提出書類の書式について 

 

１ 裁判所に提出する各種書面の書式について 

裁判所に資料などを提出する場合、原則として、Ａ４版（このパンフレットと同

じ大きさ）の用紙をご利用ください。 

ただし、Ａ４版では収まらない場合、Ａ３版（Ａ４版の倍の大きさ）をご利用く

ださい。 

また、提出していただいた資料などは記録につづって保存するので、下図のよう

に左端に３センチの余白ができるようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 預貯金通帳のコピーのとり方について 

預貯金通帳は次の要領でコピーをとってください。 

 ① 書式は上記１のとおりです（Ａ４版用紙を利用。左端に３センチの余白をとる）。 

 ② 下図のとおり、表紙、表紙の次の見開きページ、記帳されているページ（全て。

少なくとも過去１年分は必要）をコピーしてください。 

  ※１年以内に通帳が更新されている場合、更新前の通帳も同様にコピーしてくだ

さい。 

 ③ 表紙の右上余白に財産目録の預貯金№（「財１－２」等）を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余 

白 

３   Ａ４版 

セ 

ン 

チ 

余 

白 

３        Ａ３版 

セ 

ン 

チ 

       財１－２ 

余 

白 

３ 

セ 

ン 

チ 

 

○○銀行 

 

総合口座通帳 

123456 

 □□ □□様 

           

余 

白 

３ 

セ 

ン 

チ 

 

○○銀行 

  △△支店 

 

           

余 

白 

３ 

セ 

ン 

チ 

 

 

記帳されている 

ページ（全て） 
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本人情報シート、診断書の取り方について 
 

裁判所に提出する本人情報シート、診断書の書式については、家庭裁判所で入手す

るか、最高裁判所ウェブサイト「後見ポータルサイト」からダウンロードしてくださ

い。 

なお、次の事項に留意して、①、②の順に準備してください。 

 

① 本人情報シート 

 本人を日頃から支援している福祉関係者（ケアマネージャー、ケースワー

カーなど）に作成を依頼してください。思い当たる方がいない場合は、地域

包括支援センターや社会福祉協議会等にご相談いただき、できる限りご準備

をお願いしています。準備ができなくても申立ては可能です。作成後速やか

に控えのコピーを取って、②の診断書準備に進んでください（１か月以内が

目安です。）。コピーは、裁判所に提出してください。 

 

② 診断書 

 主治医に診断書の作成を依頼してください。主治医には、 

・診断書書式（成年後見制度用） 

・①で作成した本人情報シート（原本） 

を提出してください。後見ポータルサイトには、医師向けに、診断書作成の

手引が掲載されています。診断書作成依頼の際は、主治医に後見ポータルサ

イトを参考にしていただくようご案内ください。 
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(Ａ) 本人の意思を尊重し、心身の状態や生活状況に配慮しなが 

ら、任意後見契約の内容に基づいて後見事務を行います。 

（解説） 

任意後見人は、任意後見契約で与えられた代理権の範囲内で、本人の財産管理、身

上保護に関する法律行為を行います。法定後見制度とは異なり、同意権や取消権はあ

りません。 

財産管理とは、預貯金の管理、払い戻し、不動産などの重要な財産の処分、遺産分

割、賃貸借契約の締結・解除などが挙げられます。代理行為の中に、このような財産

管理に関する法律行為が含まれる場合、任意後見人は、まず本人名義の財産を調査し、

財産目録を作成してください。身上保護とは、介護契約、施設入所契約、医療契約の

締結・解除などが挙げられます。 

また、任意後見人は、任意後見監督人の求めに応じて、後見事務について報告する

ことになります。任意後見人は、本人の財産状況及び心身の状態について、日ごろか

ら把握し、領収書や契約に関する書類をきちんと保管しておく必要があります。 

 

 

 

(Ａ) 本人の親族等ではなく、弁護士、司法書士などの第三者が

選ばれることが多くなっています。 

（解説） 

任意後見受任者本人や、その近い親族（任意後見受任者の配偶者、直系血族及び兄 

弟姉妹）は任意後見監督人にはなれません。また、本人に対して訴訟をし、又はした

者、破産者で復権していない者なども同様です。 

 任意後見監督人の候補者がある場合には、家庭裁判所にその旨を記載した書面とと

もに、候補者の住民票又は戸籍附票を提出してください。ただし、裁判官は様々な事

情を考慮して任意後見監督人を選任するため、候補者が選任されるとは限りません。 

 また、誰を任意後見監督人に選任するかという家庭裁判所の判断については、不服

申立てをすることはできません。 

 

Ｑ２ 任意後見監督人には、どのような人が選ばれるのですか？ 

Ｑ１ 任意後見人はどのような仕事を行うのですか？ 
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(Ａ) 任意後見監督人は、任意後見人が適正に後見事務を行っ  

ているのか、必要に応じてチェックをし、家庭裁判所に定    

期的に報告を行います。 

（解説） 

任意後見監督人は、任意後見人から後見事務の報告を求めたり、財産目録や通帳、 

資料のコピーを提出させたりするなどして、後見事務を監督し、その結果を家庭裁判

所に報告します。任意後見人は、後見事務の過程でわからないことが生じたら、まず

は任意後見監督人に相談してください。 

任意後見監督人は、監督の過程で、任意後見人の事務に「不正な行為」や「著しい

不行跡」などが判明した場合には、任意後見人の解任申立てなども検討します。 

また、本人と任意後見人の利益が相反する法律行為を行うときには、任意後見監督

人が本人を代理します。 

 

 

 

(Ａ) 任意後見監督人からの報酬付与申立てにより、家庭裁判  

所が決定した金額を本人の財産から受け取ります。 

（解説） 

家庭裁判所に、報酬付与の申立てをし、家庭裁判所が認めた額に限って、本人の財

産から受け取ることになります。報酬額については、財産額や事務量などによって異

なりますので、事前にお知らせすることはできません。 

なお、任意後見人の報酬は、任意後見契約に基づいて本人の財産から受け取ることに

なります。 

 

 

 

 (Ａ) 当事者（本人、任意後見受任者／任意後見人）の死亡や   

破産手続開始決定などで終了します。 

（解説） 

当事者の死亡や破産手続開始決定のほか、任意後見契約の解除などでも終了します。

また、任意後見監督人が選任された後で後見開始等の審判がされた場合も、任意後見

契約は終了します。 

 

Ｑ３ 任意後見監督人はどのような仕事を行うのですか？ 

 

Ｑ５ 任意後見契約は、どのような場合に終了しますか？ 

Ｑ４ 任意後見監督人の報酬について教えてください。 
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福岡家庭裁判所及び各支部、出張所一覧 

 

申立てをする裁判所は、本人の住所地（本人が実際住んでいる場所）を管轄する家

庭裁判所となります。ご不明な点がありましたら、各裁判所にお問合せください。 

 

裁      判      所 管轄（本人の住所地） 

福岡家庭裁判所本庁 後見センター（開始係） 

  〒810-8652 福岡市中央区六本松４丁目２番４号 

(電話) 092-981-9606 

福岡市、筑紫野市、春日市 
大野城市、太宰府市、古賀市 
糸島市、那珂川市、糟屋郡 
宗像市、福津市 

甘木出張所（書類等の受付のみ。審理は本庁後見センター） 

  〒838-0061 朝倉市菩提寺571番地 

(電話) 0946-22-2113 

朝倉市、朝倉郡 

小倉支部 

  〒803-8531 北九州市小倉北区金田１丁目４番１号 

(電話) 093-561-3431 

北九州市、中間市、遠賀郡 

行橋支部 

  〒824-0001 行橋市行事１丁目８番23号 

(電話) 0930-22-0035 

行橋市、豊前市、京都郡 
築上郡 

飯塚支部 

  〒820-8506 飯塚市新立岩10番29号 

(電話) 0948-22-1383 

飯塚市、嘉麻市、嘉穂郡 

直方支部 

  〒822-0014 直方市丸山町１番４号 

(電話) 0949-22-0522 

直方市、宮若市、鞍手郡 

田川支部 

  〒826-8567 田川市千代町１番５号 

(電話) 0947-42-0163 

田川市、田川郡 

久留米支部 

  〒830-8512 久留米市篠山町21番地 

(電話) 0942-38-6141 

久留米市、小郡市、うきは市 
三井郡 

八女支部 

  〒834-0031 八女市本町537番地の４ 

(電話) 0943-23-4036 

八女市、筑後市、八女郡 
 

柳川支部 

  〒832-0045 柳川市本町４番 

(電話) 0944-72-3121 

柳川市、大川市、三潴郡 
みやま市（旧高田町を除く） 

大牟田支部 

  〒836-0052 大牟田市白金町101番地 

(電話) 0944-53-3503 

大牟田市 

みやま市内の旧高田町 

 

 

 


